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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（百万円） 19,925 21,296 130,037

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
△799 262 977

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△681 227 860

純資産額（百万円） 13,953 15,647 15,485

総資産額（百万円） 100,826 95,702 104,948

１株当たり純資産額（円） 347.46 390.86 386.89

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）金額

（円）

△21.03 7.02 26.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 13.8 16.3 14.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,252 3,158 2,745

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
359 △129 377

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,400 △3,903 △7,500

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
8,415 8,855 9,722

従業員数（人） 1,782 1,674 1,722

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第61期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失が計上されているため記載しておりません。

４．第62期第１四半期連結累計(会計)期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,674  

（注）　従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,228  

（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

区分
前第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

増減（△）率

建設事業(百万円) 25,442 14,957 △41.2 ％

製造事業(百万円) 226 223 △1.4 ％

その他の事業(百万円) 266 324 21.7 ％

合計(百万円) 25,935 15,505 △40.2 ％

(2)売上実績

区分
前第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

増減（△）率

建設事業(百万円) 19,432 20,749 6.8 ％

製造事業(百万円) 226 223 △1.4 ％

その他の事業(百万円) 266 324 21.7 ％

合計(百万円) 19,925 21,296 6.9 ％

（注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記

載しておりません。

２．当第１四半期連結会計期間において、売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びそ

の割合は、次のとおりであります。

前第１四半期連結会計期間

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

当第１四半期連結会計期間

国土交通省 2,242
百万円

　
10.8
％

　

(3)売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著し

く多くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注高、売上高、繰越高

 期別 種類別 期　首

繰越工事高

(百万円)

期　中

受注工事高

(百万円)

　

計

(百万円)

期　中

完成工事高

(百万円)

期　末

繰越工事高

(百万円)

前第１四半期

会計期間

(自平成20年

4月1日

 至平成20年

6月30日)

土木工事 66,457 7,255 73,713 7,174 66,538

建築工事 47,097 15,978 63,075 10,546 52,529

工事計 113,555 23,233 136,788 17,721 119,067

製品 2,699 363 3,063 280 2,783

不動産事業 － 8 8 8 －

兼業計 2,699 371 3,071 288 2,783

合計 116,255 23,605 139,860 18,009 121,851

当第１四半期

会計期間

(自平成21年

4月1日

 至平成21年

6月30日)

土木工事 69,018 5,750 74,768 10,528 64,240

建築工事 42,634 6,580 49,215 7,345 41,869

工事計 111,652 12,331 123,983 17,874 106,109

製品 2,853 652 3,506 995 2,511

不動産事業 － 12 12 12 －

兼業計 2,853 665 3,519 1,008 2,511

合計 114,506 12,996 127,503 18,882 108,621

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高にその

増減を含んでおります。従って、期中完成工事高にもこのような増減が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第１四半期会計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

土木工事 2,317 4,937 7,255

建築工事 103 15,874 15,978

計 2,420 20,812 23,233

当第１四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

土木工事 3,269 2,481 5,750

建築工事 378 6,202 6,580

計 3,647 8,683 12,331

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第１四半期会計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

土木工事 4,467 2,707 7,174

建築工事 180 10,366 10,546

計 4,647 13,073 17,721

当第１四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

土木工事 5,394 5,134 10,528

建築工事 1,460 5,885 7,345

計 6,854 11,019 17,874

（注）１．完成工事高のうち請負工事５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間

東日本高速道路㈱ 磐越自動車道　西田橋（ＰＣ上部工）工事

㈱小池 （仮称）リオン・ドール船引ショッピングセンター新築工事

独立行政法人　鉄道建設・

運輸施設整備支援機構
九幹鹿、貝洲Ｂ外８Ｃｐ製架他

首都高速道路㈱ ＫＪ１２５工区（５－１０－２）～（５－１３）基礎他工事
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当第１四半期会計期間

㈱大京 （仮称）レクセルマンション羽村新築工事

三菱製紙㈱ 北上事業所　８ＲＣ棟増築工事

西日本高速道路㈱ 山陰自動車道　正善寺（ＰＣ上部工）工事

首都高速道路㈱ ＳＪ６３工区高松仮出口撤去その他工事

三菱化学エンジニアリング㈱ 川崎化成工業向　千鳥事務研究棟建設工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間

完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

当第１四半期会計期間

国土交通省 2,019
百万円

　
11.3
％

　

西日本高速道路㈱ 1,880
百万円

　
10.5
％

　

④　手持工事高（平成21年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 36,794 27,446 64,240

建築工事 3,841 38,027 41,869

計 40,636 65,473 106,109

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

国土交通省 平成２０－２２年度　大坂谷川橋上部工事  平成22年10月完成予定

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路生平橋他２橋（ＰＣ上部工）工事  平成24年５月完成予定

西日本高速道路㈱ 舞鶴若狭自動車道和久里高架橋（ＰＣ上部工）工事  平成22年11月完成予定

㈱尾上機械 とかち飼料㈱本社工場新設工事  平成22年９月完成予定

東急不動産㈱ （仮称）東五反田一丁目計画新築工事　  平成21年10月完成予定
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

(1）業績の状況　

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業の在庫調整の一巡や経済対策の効果が表れつつあり、景気は

持ち直しの兆しがみられるものの、企業収益や個人所得・雇用状況等は回復が遅れており、依然として厳しい状況が

続いております。

　建設業界におきましても、過去最大規模となる補正予算により公共投資は堅調に推移するものと期待されますが、民

間建設投資については住宅需要の低迷や企業設備投資意欲の減退により大幅に減少しており、業界全体としては厳し

い経営環境が続いております。

　このような経済状況のもとＰＣ技術を柱とした総合建設業としての当社グループは、「リカバリーピーエス三菱」

のスローガンのもと、事業規模が縮小しても利益の出せる体制・体質を作り、恒常的な黒字が出せるよう、６支店体制

への組織の変更や希望退職による人員の削減等の施策を実施してまいりました。

　当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高212億円96百万円（前年同四半期比6.9%増）、営業利益１億34百万円

（前年同四半期４億59百万円の損失）、経常利益２億62百万円（前年同四半期７億99百万円の損失）、四半期純利益

２億27百万円（前年同四半期６億81百万円の損失）となりました。

　なお、当社グループの主たる事業であります建設事業の売上高は、通常の営業形態として下半期、特に第４四半期に

完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変動があります。

(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、88億55百万円となりまし

た。　　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果、獲得した資金は31億58百万円（前年同四半期比152.2%増）となりました。これは主に売上債権の

減少額及び未成工事受入金の増加額の合計が、たな卸資産の増加額及び仕入債務の減少額の合計を上回ったことによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果、使用した資金は１億29百万円（前年同四半期は３億59百万円の獲得）となりました。これは主に

有形固定資産取得のための支出によるものであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果、使用した資金は39億３百万円（前年同四半期比47.2%減）となりました。これは主に短期借入金の

純減少によるものであります。

　この結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度と比べ８億66百万円減少

しております。　　　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが　事実上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、91百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

第一種後配株式 7,500,000

計 110,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,537,429 32,537,429
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

 単元株式数

100株

第一種後配株式 7,500,000 7,500,000 非上場・非登録

（注）

単元株式数

100株

計 40,037,429 40,037,429 － －

（注）第一種後配株式の内容

１．議決権

第一種後配株式は全て議決権を有しております。

２．配当

①平成17年３月期までは、利益配当は行いません。
②平成18年３月期以降、普通株式に対して１株につき年12円以上の利益配当または剰余金の配当をする場合は、後配　
　

株式１株につき年24円の利益配当または剰余金の配当を行います。
３．取得の請求

①株主のオプション

イ）取得を請求し得べき期間

平成17年７月31日以降
ロ）取得の条件

普通株式の時価が800円以上になった場合
ハ）取得株式数

取得株式数＝ (400円÷取得時期における時価) ×２× (１＋0.014)
ｎ
　 ※

但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。
※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。
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②会社のオプション

イ）取得の請求

ａ）取得時期

平成17年７月31日以降
ｂ）取得の条件

普通株式の時価が800円以上になった場合
ｃ）取得株式数

取得株式数＝ (400円÷取得時期の時価) ×２× (１＋0.014)
ｎ
　 ※

但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。
※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。

ロ）取得

ａ）可能期間

平成18年７月31日以降
ｂ）取得の条件

800円× (１＋0.014)
ｎ
　 ※

ｃ）取得可能株式数

後配株式の全部又は一部を取得することができます。

※ｎは平成14年７月31日から取得する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。
③その他の場合における取得

後配株式は、平成24年７月31日以降、以下の算式により普通株式を株主に交付するのと引換えに取得できます。
取得株式数＝（400円÷取得時期の時価）×2.30
但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

④普通株式への転換または取得と配当

　①、②または③により、後配株式の取得と引換えに交付された普通株式に対する最初の期末配当金または中間配当

金は、転換の請求、一斉転換、取得の請求又は一斉取得が４月１日から９月30日までになされたときは４月１日に、
10月１日から３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換または取得があったものとみなしてこれを
支払います。

４．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。   

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 40,037,429 － 4,218 － 8,110

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし
ております。

①【発行済株式】
　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

135,100

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式　100株　

完全議決権株式（その他）

普通株式

32,356,800

　

323,568

　

同上

第一種後配株式

7,499,800

　

74,998

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式　100株　

単元未満株式

　

 普通株式

45,529
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

１単元(100株）未満の株式　

第一種後配株式

200
－　

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

１単元(100株）未満の株式　

発行済株式総数 40,037,429 － －

総株主の議決権 － 398,566 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株が含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　

株式会社ピーエス三

菱

東京都中央区晴海二

丁目５番24号
135,100 － 135,100 0.34

計 － 135,100 － 135,100 0.34

（注）当第１四半期末（平成21年６月30日）の自己株式は、135,455株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.34％）となっております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 272 498 496

最低（円） 226 240 414

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

12/27



３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,855 9,722

受取手形・完成工事未収入金等 32,305 44,752

未成工事支出金 ※2
 23,874 21,070

その他のたな卸資産 ※1, ※2
 3,446

※1
 3,221

繰延税金資産 42 47

未収入金 8,897 8,058

その他 1,049 1,275

貸倒引当金 △215 △298

流動資産合計 78,255 87,849

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,463 7,513

機械、運搬具及び工具器具備品 11,458 11,444

土地 9,199 9,276

リース資産 58 －

建設仮勘定 19 47

減価償却累計額 △15,531 △15,535

有形固定資産計 12,667 12,745

無形固定資産 38 38

投資その他の資産

投資有価証券 1,132 1,041

長期貸付金 71 98

破産債権、更生債権等 3,042 3,101

繰延税金資産 273 290

その他 3,272 2,987

貸倒引当金 △3,052 △3,205

投資その他の資産計 4,739 4,314

固定資産合計 17,446 17,099

資産合計 95,702 104,948
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 33,811 42,811

短期借入金 11,933 15,828

未払法人税等 184 340

未成工事受入金 19,396 14,657

賞与引当金 67 166

完成工事補償引当金 192 173

工事損失引当金 ※2
 2,169 2,471

その他 6,928 6,944

流動負債合計 74,682 83,393

固定負債

退職給付引当金 3,046 3,754

役員退職慰労引当金 138 172

再評価に係る繰延税金負債 2,115 2,115

その他 70 26

固定負債合計 5,371 6,069

負債合計 80,054 89,463

純資産の部

株主資本

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 1,443 1,215

自己株式 △60 △59

株主資本合計 13,712 13,485

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 73 42

土地再評価差額金 1,893 1,893

為替換算調整勘定 △83 17

評価・換算差額等合計 1,883 1,952

少数株主持分 51 47

純資産合計 15,647 15,485

負債純資産合計 95,702 104,948
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 ※2
 19,925

※2
 21,296

売上原価 18,435 19,525

売上総利益 1,489 1,771

販売費及び一般管理費 ※1
 1,949

※1
 1,637

営業利益又は営業損失（△） △459 134

営業外収益

受取利息 1 6

受取配当金 5 5

為替差益 － 180

スクラップ売却益 19 2

その他 31 12

営業外収益合計 58 206

営業外費用

支払利息 88 57

為替差損 269 －

支払保証料 － 16

その他 39 3

営業外費用合計 398 77

経常利益又は経常損失（△） △799 262

特別利益

固定資産売却益 94 35

貸倒引当金戻入額 75 114

その他 3 －

特別利益合計 174 149

特別損失

固定資産除却損 0 3

退職特別加算金 12 6

転進支援費用 － 43

その他 2 3

特別損失合計 15 56

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△641 355

法人税、住民税及び事業税 63 120

法人税等調整額 △22 3

法人税等合計 41 123

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） △681 227
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△641 355

減価償却費 131 156

持分法による投資損益（△は益） △0 △5

投資有価証券評価損益（△は益） 1 1

退職特別加算金 12 6

転進支援費用 － 43

退職給付引当金の増減額（△は減少） △132 △708

受取利息及び受取配当金 △7 △11

支払利息 88 57

為替差損益（△は益） 265 △174

売上債権の増減額（△は増加） 8,462 12,453

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,285 △3,026

仕入債務の増減額（△は減少） △5,234 △8,987

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,019 4,738

その他 1,302 △1,428

小計 1,980 3,471

利息及び配当金の受取額 7 11

利息の支払額 △88 △57

退職特別加算金の支払額 △483 △23

転進支援費用の支払額 － △43

法人税等の支払額 △163 △199

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,252 3,158

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △186 △236

有形固定資産の売却による収入 437 112

貸付けによる支出 △19 －

貸付金の回収による収入 14 5

その他 114 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 359 △129

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,400 △3,900

リース債務の返済による支出 － △3

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,400 △3,903

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27 7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,815 △866

現金及び現金同等物の期首残高 14,230 9,722

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,415

※1
 8,855
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．持分法の適用に関する事項の変更 (1）持分法適用非連結子会社
①持分法適用非連結子会社の変更

株式会社ピーシー建築技術研究所は株式追加取得に伴い、当第１四半

期連結会計期間より、持分法適用関連会社から持分法適用非連結子会社

に変更しております。

②変更後の持分法適用非連結子会社数

１社

(2）持分法適用関連会社
①持分法適用関連会社の変更

株式会社ピーシー建築技術研究所は株式追加取得に伴い、当第１四半

期連結会計期間より、持分法適用関連会社から持分法適用非連結子会社

に変更しております。

②変更後の持分法適用関連会社数

２社

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事（当社は

工期１年以上かつ請負金額５億円以上、㈱ニューテック康和は工期１年以

上かつ請負金額２億円以上、菱建基礎㈱は工期１年以上かつ請負金額１億

円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基

準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事
契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成
19年12月27日）が適用されたことに伴い、当第１四半期連結会計期間に着
手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事
（当社は工期１年以上かつ請負金額５億円以上、㈱ニューテック康和は工

期１年以上かつ請負金額２億円以上、菱建基礎㈱は工期１年以上かつ請負

金額１億円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工

事完成基準を引き続き適用しております。また、従来より海外連結子会社の

完成工事高の計上は、主として工事進行基準を適用しております。

これにより、売上高は137百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ13百万円増加しております。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払保証料」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期

連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払保証料」は19百万円であります。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒

実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を

省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。

３．完成工事補償引当金の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の瑕疵担保等の費用実績率等が前連結会計

年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計

年度末の瑕疵担保等の費用実績率等を使用して補償見積高を算定しており

ます。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び負

債の算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目等を重要なもの

に限定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、一時差異の発生状況等につ

いて前連結会計年度末から著しい変化がないと認められるため、前連結会

計年度末において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングを

利用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳　

商品及び製品 26百万円

仕掛品 3,079　

原材料及び貯蔵品 340　

計　 3,446　

※１　その他のたな卸資産の内訳　

商品及び製品 21百万円

仕掛品 2,721　

原材料及び貯蔵品 473　

販売用不動産　 4　

計 3,221　

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は1,893百万円

（うち、未成工事支出金1,889百万円、その他のたな卸

資産３百万円)であります。

　　　　             ─────── 

３　偶発債務　　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行って

おります。　

三菱マテリアル㈱ 925百万円

取引先の手付金に対し保証を行っております。

㈱グランイーグル 16百万円

㈱ゴールドクレスト 1　

計 17　

３　偶発債務　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行って

おります。　

三菱マテリアル㈱ 932百万円

取引先の手付金に対し保証を行っております。

㈱ゴールドクレスト 159百万円

４　手形割引高及び裏書譲渡高  　

　　　受取手形割引高 1,174百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 5　

４　受取手形割引高 2,729百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 786百万円

賞与引当金繰入額 29 

退職給付費用 63 

役員退職慰労引当金繰入額 4 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 664百万円

賞与引当金繰入額 13 

退職給付費用 80 

役員退職慰労引当金繰入額 13 

※２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事

高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関

係

現金預金勘定 8,415百万円

現金及び現金同等物 8,415　

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関

係

現金預金勘定 8,855百万円

現金及び現金同等物 8,855　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　32,537千株

第一種後配株式　　　　　 7,500千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 135千株

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

建設事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

当社グループ（当社及び連結子会社）は、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 390.86円 １株当たり純資産額 386.89円

２．１株当たり四半期純損益金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 21.03円 １株当たり四半期純利益金額 7.02円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　

（注）　１株当たり四半期純利益金額又は一株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（百万円） － 227

四半期純損失（百万円） △681 －

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） － 227

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △681 －

期中平均株式数（千株） 32,403 32,402

（重要な後発事象）

　該当事項はありません

２【その他】

　(1）決算日後の状況

　特記事項はありません。

　

　(2）重要な訴訟等

当社は、国土交通省関東地方整備局及び同近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレストレスト・コンクリー

トによる橋梁の新設工事の入札に関し、平成16年10月15日付で公正取引委員会から、他建設会社22社とともに、独

占禁止法の定めに基づく排除勧告を受けました。同排除勧告については、当社ほか全社が不応諾として現在、公正

取引委員会において審判中であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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